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斐伊川直轄河川改修事業
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河川改修事業の再評価項目調書

事 業 名 (箇所名) 斐伊川直轄河川改修事業 

実  施  箇  所 
斐伊川直轄管理区間 鳥取県米子市、境港市、島根県松江市、出雲市、安来市、雲

南市 

該  当  基  準 再評価実施後一定期間（5年）が経過している事業 

事  業  諸  元 
斐伊川本川，宍道湖，大橋川，中海，境水道の築堤・護岸整備、 

堤防強化対策、耐震対策 

事  業  期  間 
斐伊川直轄河川改修事業（整備期間20年）：平成22年度～令和11年度 

残事業（整備期間 8年）        ：令和 4年度～令和11年度 

総 事 業 費 (億円) （整備期間20年）   約1,415 残 事 業 費 (億円) (整備期間 8年） 約535 

目 的 ・ 必 要 性 

宍道湖、大橋川、中海周辺には低平地が広がり、一度氾濫すると、浸水が長期間に

および甚大な被害が発生する。 

戦後最大の被害をもたらした昭和47年7月洪水では、出雲空港が浸水により10日間閉

鎖したほか、下流の松江市においても一週間にわたって浸水するなど、甚大な被害が

発生した。近年では、平成18年7月洪水において、宍道湖で観測開始以降2番目の水位

を記録し、大橋川沿いの松江市で2日間にわたって浸水が発生した。中海・境水道にお

いても、平成14年、平成15年、平成16年等、高潮による浸水被害が頻発している。 

以上の状況により、再度災害防止の観点から、上流部で志津見ダム及び尾原ダムを

整備するとともに、中流部で斐伊川から神戸川に洪水の一部を分流する斐伊川放水路

を整備し、斐伊川本川の河道改修を実施する。また、大橋川の改修と中海・宍道湖の

湖岸堤を整備する。 

（洪水実績） 

・昭和47年7月洪水：家屋浸水戸数 約25,000戸、浸水農地面積 約10,000ha、重要な

交通機関である出雲空港が、10日間にわたり全面閉鎖するなどの

甚大な被害が発生。 

・平成18年7月洪水：家屋浸水戸数 約 1,500戸、浸水農地面積 約460ha 

（災害発生時の影響：事業着手前の浸水想定） 

○浸水人口  ：約 12万人 

○浸水世帯数 ：約 4万世帯

○浸水面積  ：約 13千 ha 

○重要な公共施設等：ＪＲ山陰本線、一畑電車、一般国道9号、一般国道431号、

出雲空港、島根県庁、松江市役所、島根県警察本部、松江

市消防本部、島根県立大学、小・中学校、高等学校など 

○要配慮者利用施設：松江赤十字病院、島根県立中央病院など

○そ  の  他 ：松江しんじ湖温泉、工業団地、商店街など 

便 益 の 主 な 根 拠 
年平均浸水軽減世帯数 4,867世帯 

年平均浸水軽減面積  1,965ha 

事業全体の投資効 

率性 
B：総便益 （億円） C:総費用 （億円） B/C B-C EIRR 

基準 

年度 

全体事業 総便益 32,908 総費用 1,913 17.2 30,995 126% R 3 

残 事 業 総便益 643 総費用 469 1.4 174 6% R 3 

感   度   分   析 

残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10% ～-10%） 1.3 ～ 1.5 16.8 ～ 17.6 

残 工 期（+10% ～-10%） 1.4 ～ 1.4 17.3 ～ 17.2 

資    産（-10% ～+10%） 1.2 ～ 1.5 15.6 ～ 18.8 
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事 業 の 効 果 等 

・斐伊川本川、宍道湖、大橋川においては、戦後最大の被害をもたらした昭和47年7月

洪水が再び生じた場合でも、家屋の浸水被害の発生を防止できる。 

・中海・境水道においては、既往最高水位（平成15年9月）に対し、浸水被害の発生を

防止できる。 

・1/150確率相当（計画規模相当）の洪水が発生しても、下記のように被害の軽減を図

ることができる。 

浸水世帯数 41,219世帯 ⇒ 19,438世帯 

浸水面積  12,945ha ⇒ 8,826ha

被害額   21,846億円 ⇒ 10,125億円 

社会情勢等の変化 

＜地域状況＞ 

○斐伊川本川周辺は出雲市街地、大橋川周辺は松江市街地が広がっており、人口・資

産の集積地となっている。

○流域内の人口は主要自治体では横ばい状態にあり、重要施設として一般国道9号など

の幹線道路や出雲空港、ＪＲ山陰本線、島根県庁や松江市役所などの公共施設を有

している。

○斐伊川水系の関係市町が「斐伊川水系治水期成同盟会」を組織し、斐伊川水系の治

水対策の促進を強く要望している。 

＜事業に関わる地域の土地利用、人口、資産等の変化＞ 

【主要自治体（米子市）指標】 

○人 口：1.01 倍（149,313 人 ／148,271 人 ）   〈H27／H22 数値〉 

○世 帯 数：1.03 倍（59,570 世帯 ／57,610 世帯 ）   〈H27／H22 数値〉 

○事 業 所：1.00 倍（ 6,955 事業所／ 6,958 事業所）   〈H28／H24 数値〉

○耕地面積：0.79 倍（ 1,784 ha ／ 2,267 ha ） 〈R 2／H27数値〉 

【主要自治体（松江市）指標】(合併後で集計) 

○人 口：0.99 倍（206,407 人 ／208,613 人 ）   〈H27／H22 数値〉 

○世 帯 数：1.02 倍（ 82,993 世帯 ／ 81,166 世帯 ）  〈H27／H22 数値〉

○事 業 所：0.98 倍（ 10,128 事業所／ 10,365 事業所） 〈H28／H24 数値〉

○耕地面積：0.93 倍（ 2,658 ha ／ 2,850 ha ）   〈R 2／H27 数値〉 

【主要自治体（出雲市）指標】(合併後で集計) 

○人 口：1.00 倍（171,576 人 ／171,485 人 ）   〈H27／H22 数値〉 

○世 帯 数：1.07 倍（ 59,719 世帯 ／ 55,952 世帯 ）  〈H27／H22 数値〉

○事 業 所：0.99 倍（ 8,240 事業所／ 8,342 事業所）   〈H28／H24 数値〉

○耕地面積：0.94 倍（ 5,888 ha ／ 6,238 ha ） 〈R 2／H27 数値〉 

（出典）人口、世帯数：国勢調査（H22、H27） 

事業所：経済センサス（H24、H28） 

耕地面積：農林業センサス（R 2、H27） 
※平成23年8月に、松江市と東出雲町が、平成23年10月に、出雲市と斐川町が合併している。 

事業の進捗状況 

・平成 22 年 9 月 30 日に斐伊川水系河川整備計画策定 
・志津見ダムについては、平成 23 年 6 月より運用開始 
・尾原ダムについては、平成 24 年 3 月より運用開始 
・斐伊川放水路については、平成 25 年 6 月より運用開始 
・大橋川改修のうち、平成 27 年 1 月に天神川水門、令和 2 年 10 月に上追子排水機場

のポンプ設備が完成

・現在、斐伊川本川の堤防整備、大橋川改修、中海湖岸堤整備を実施中

・斐伊川放水路事業における堤防整備に伴い、周辺地盤の沈下が発生し、対策が必要

事業の進捗の見込み 

・引き続き「斐伊川水系治水期成同盟会」から、治水対策のさらなる促進を要望され

ており、関係機関等との協力体制も構築されている。 

・防災・減災、国土強靱化のための 5 カ年加速化対策等の予算を積極的に活用した円

滑な事業進捗が見込まれる。 

コスト縮減や代替案

立案等の可能性 

・関係機関等と調整し、堤防除草や河道掘削等により発生する刈草や掘削残土等の有

効利用を図り、コスト縮減に努める。 

・新技術・新工法を活用し建設コストを縮減するとともに、施設操作、点検の効率化

等によるライフサイクルコストの縮減を図る。 

・現状での事業の進捗状況並びに残事業における費用対効果も高いことから、代替案

を検討する必要がない。 
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対 応 方 針 (案) 継続 

対 応 方 針 理 由 

・斐伊川水系の治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力体制等を鑑み、継

続が妥当である。 

・早期の治水安全度向上に向け、引き続き事業の推進を図り、早期に完成させること

が必要である。 

・今後の詳細な設計や施工段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境

にも配慮して事業を進め、より一層の事業効果の発現に努める。 

そ の 他 － 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【報告：国土交通省所管公共事業の再評価実施要領第６の６の規定に基づいて審議した事業】

斐伊川直轄河川改修事業

国土交通省 中国地方整備局

令和３年１２月１３日
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河川事業における再評価の実施手続きについて

 斐伊川川直轄河川改修事業の事業再評価は、「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領（平成30年３月30日改定）
」に基づき、『斐伊川水系河川整備アドバイザー会議』において審議を行った。

 中国地方整備局事業評価監視委員会においては、『斐伊川水系河川整備アドバイザー会議』及び鳥取県知事・島根県
知事から事業継続は妥当であると判断されていることを報告する。

◇国土交通省所管公共事業の再評価実施要領 抜粋 （H30.3.30改定）

６ 河川整備計画の点検の手続きによる場合の取扱
河川事業、ダム事業については、河川整備計画策定後、計画内容の点検

のために 学識経験者等から構成される委員会等が設置されている場合は、
事業評価監視委員会に代えて当該委員会で審議を行うものとする。

◇河川及びダム事業の再評価実施要領細目 抜粋 （H22.4.1改定）

第６ 事業評価監視委員会

実施要領第４の１（４）又は第６の６の規定に基づいて審議が行われた場合
には、その結果を事業評価監視委員会に報告するものとする。

■「斐伊川水系河川整備アドバイザー会議」の目的

■委員名簿

■開催状況（R3.11.1)

鳥取・島根県知事意見照会

令和３年１１月 斐伊川水系河川整備アドバイザー会議

令和３年１２月 中国地方整備局事業評価監視委員会に報告

鳥取・島根県知事：事業継続は妥当

事業継続は妥当

○意見照会結果

○審議結果

斐伊川直轄河川改修事業の再評価
（再評価実施後一定期間（５年）が経過している事業）

整備計画に基づいて実施される事業のうち、事業評価の対象と
なる事業について、中国地方整備局長が設置する事業評価監視
委員会に代わって審議を行うものとする。

(敬称略 五十音順) ※役職等については、令和３年１１月１日時点

氏名 職名

淺田　純作 松江工業高等専門学校　 教授

飯野　公央 島根大学　法文学部　教授

石井　将幸 島根大学 学術研究院 　准教授

伊藤　智子 島根大学　医学部　教授

角田　徳幸 島根県古代文化センター センター長

梶川　勇樹 鳥取大学　工学部　准教授

國井　秀伸 島根大学　名誉教授

佐藤　仁志 （公財）日本野鳥の会　副会長

清家　　泰 島根大学エスチュアリー研究センター 客員教授

中村　幹雄 元島根県内水面水産試験場長

成相　和弘 松江市教育委員会 　　副教育長

林　秀司 島根県立大学　総合政策学部　教授

柗見  吉晴 鳥取大学　工学部　特任教授

矢島　啓 島根大学エスチュアリー研究センター 教授

（環境(魚介類・関係漁業）)

（教育）

（地域計画）

（海岸工学）

（河川工学）

（社会福祉）

（文化財）

（河川工学）

（環境（植物））

（環境(鳥類)）

（環境(水質)）

専門分野

（災害社会学）

（経済）

（関係水利）
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今後の対応方針（案）

【今後の対応方針（案）】

①事業の必要性等の視点

②事業の進捗の見込み

③コスト縮減や代替案立案等の可能性

1)事業を巡る社会経済情勢等の変化

2)事業の投資効果

3)事業の進捗状況

○斐伊川本川周辺は出雲市街地、大橋川周辺は松江市街地が広がっており、人口・資産の集積地となっている。
○流域内の人口は主要自治体では横ばい状態にあり、重要施設として国道9号などの幹線道路や出雲空港、JR山陰本線、島根県庁や松江市

役所などの公共施設を有している。
○斐伊川水系の関係市町が「斐伊川水系治水期成同盟会」を組織し、斐伊川水系の治水対策の促進を強く要望している。

○費用便益費（令和3年時点）全体事業(B/C)＝17.2 残事業(B/C)＝1.4

○平成22年9月30日に斐伊川水系河川整備計画策定 ○志津見ダムについては、平成23年6月より運用開始
○尾原ダムについては、平成24年3月より運用開始 ○斐伊川放水路については、平成25年6月より運用開始
○大橋川改修のうち、平成27年1月に天神川水門、令和2年10月に上追子排水機場のポンプ設備が完成
○現在、斐伊川本川の堤防整備、大橋川改修、中海湖岸堤整備を実施中
○斐伊川放水路事業における堤防整備に伴い、周辺地盤の沈下が発生し、対策が必要

○「斐伊川水系治水期成同盟会」から、治水対策のさらなる促進を要望されており、関係機関等との協力体制も構築されている。
○防災・減災、国土強靱化のための5カ年加速化対策等の予算を積極的に活用した円滑な事業進捗が見込まれる。

○関係機関等と調整し、堤防除草や河道掘削等により発生する刈草や掘削残土等の有効利用を図り、コスト縮減に努める。
○新技術・新工法を活用し建設コストを縮減するとともに、施設操作、点検の効率化等によるライフサイクルコストの縮減を図る。
○現状での事業の進捗状況並びに残事業における費用対効果も高いことから、代替案を検討する必要がない。

・斐伊川水系の治水安全度向上の必要性、費用対効果、地元の協力体制等を鑑み、継続が妥当である。
・早期の治水安全度向上に向け、引き続き事業の推進を図り、早期に完成させることが必要である。
・今後の詳細な設計や施工段階において、さらなるコスト縮減を図るとともに、環境にも配慮して事業を進め、より一層の事業

効果の発現に努める。

１．再評価の視点

２．県への意見照会結果

○鳥取県知事、島根県知事の意見：対応方針（原案）については妥当である【継続】
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尾原ダム(完成)

斐伊川放水路
(完成)

下流部

湖部

中流部

日
野
川

中海

日本海

(美保湾)

大橋川

赤川

佐蛇川

神
戸
川

斐
伊
川

(大社湾)

女亀山

船通山

基準地点
馬木(神戸川)

基準地点
上島(斐伊川)

ダム(完成)

上流部

志津見ダム(完成)

斐伊川流域の概要

■斐伊川流域は、鳥取・島根両県にまたがり、松江市、出雲市、米子市他の7市2町からなる。

■斐伊川下流の湖部は、日本海とほとんど水位差のない汽水湖の宍道湖・中海が連なり、沿岸は地盤が低く、洪水に対して非常に脆弱
な地形となっている。

■斐伊川本川下流、宍道湖～大橋川周辺には出雲市街地、松江市街地を抱え、一度氾濫すると甚大な被害が発生。

流域及び氾濫域諸元

計画高水流量配分図
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■
馬
木

洪水浸水想定区域（計画規模）

流域面積 ： 2,540km2

上島地点上流 ： 895km2 (斐伊川流域の約43%)
馬木地点上流 ： 437km2（神戸川流域の約93%）

幹川流路延長 ： 153km
流域内人口 ： 約 50万人
想定氾濫区域面積： 約 240km2

想定氾濫区域人口： 約 24万人
想定氾濫区域内資産額： 約5兆4500億円

主な市町村：(鳥取) 米子市 (島根) 松江市、出雲市

（H22河川現況調査）

凡例
×：主な交通網
●：主要な公共施設
●：その他、要配慮者利用施設

0.5m未満の区域
0.5～1.0m未満

1.0～2.0m未満

2.0～5.0m未満
5.0m以上

凡例（浸水深）

河川整備基本方針の計画規模（年超過確率1/150）規模
の洪水発生時の事業実施前の浸水図のイメージ
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河川整備計画の整備目標・期間・実施内容

斐伊川水系河川整備計画

■斐伊川水系河川整備基本方針：平成14年4月策定
平成21年3月変更

■斐伊川水系河川整備計画 ：平成22年9月策定

■整備目標

斐伊川本川、宍道湖、大橋川において、戦後最大の被害をもた
らした昭和47年7月洪水が再び発生した場合でも、家屋の浸水被

害の発生を防止する。また、新たに斐伊川本川からの洪水分派
を受け持つこととなる斐伊川放水路及び神戸川においては、計
画高水流量を安全に流下させ浸水被害の発生を防止する。さら
に、中海・境水道では高潮を含めた既往最大水位（平成15年9月
）に対し、浸水被害の発生を防止する。

■整備期間
目標を達成する上での事業量等を勘案し、概ね20年間を整備

期間としてして設定。

■事業箇所
整備期間内に目標を達成するために必要な事業箇所を選定。

事業箇所

No.
整備箇所 整備内容 進捗率

① 斐伊川本川
・堤防整備
・支川合流点処理
・堤防強化対策

約43％

② 斐伊川放水路及び神戸川
・堤防整備
・河道掘削
・分流堰整備 他

完成
（H24年度）

③ 志津見ダム ・ダム建設
完成

（H23年度）

④ 尾原ダム ・ダム建設
完成

（H23年度）

⑤ 大橋川
・築堤、護岸
・拡幅

約23％

⑥ 宍道湖 ・湖岸堤整備 0％

⑦ 中海・境水道 ・湖岸堤整備 約21％

1,600m3/sH.P.+2.50m

H.P.+1.30m

•宍道湖の流出口となる大橋川において、築堤や拡幅等
により1,600m3/sまで流下能力を向上

・大橋川改修と中海・宍道湖の湖岸堤の整備 ・斐伊川放水路の整備と
斐伊川本川の改修

•宍道湖への洪水の流入量を減らすため、斐伊
川から神戸川へ洪水の一部を分流する放水
路を整備
•分流された洪水を受け持つ、神戸川で引堤等
を実施

2,400m3/s

4,200m3/s

2,000m3/s

4,500m3/s

2,500m3/s

斐伊川放水路

•下流河川の洪水位を下げるとともに、宍道湖への流入
量を抑制するため志津見ダムと尾原ダムを整備

・志津見ダム・尾原ダムの建設
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事業費増額の主な内容

全体事業費の変更

区分 費目 工種 単位 数量
金額

(百万円)
工事費 式 1 75,289

本工事費 式 1 56,071

河道掘削 千m3 944 2,639

築堤 〃 482 1,980
護岸 式 1 13,645
ドレーン工 m 15,630 3,496
分流堰 式 1 3,938
河床保護等 式 1 5,426
ダム費（尾原ダム） 式 1 10,974
ダム費（志津見ダム） 式 1 1,847
その他 式 1 12,127

付帯工事費 式 1 19,218
水門等 式 1 18,224
橋梁・道路 式 1 993

用地費及び補償費 式 1 10,883
用地費 式 1 6,278
補償費 式 1 4,604

間接経費等 25,153
事業費　計 111,324

①沈下対策の追加による増額 約 ２００億円
②※付帯工事の増額 約 ３２億円
③間接経費等 約 ７０億円
合計 約 ３０２億円

約２００億円増

約３２億円増

約７０億円増

約３０２億円増

H２８事業再評価時点

斐伊川放水路周辺の地盤沈下対策費などの追加により全体事業が約３０２億円の増額となった。

前回再評価事業費（H28再評価） 約1,113億円 → 今回再評価事業費（R3再評価） 約1,415億円

今回再評価時点

※事業進捗にともない、関係機関協議、詳細設計を詰めた段階で橋梁・道路に係わる費用が増加した。

区分 費目 工種 単位 数量
金額

(百万円)
工事費 式 1 98,507

本工事費 式 1 76,132

河道掘削 千m
3 944 2,639

築堤 〃 482 1,980
護岸 式 1 13,645
ドレーン工 m 15,630 3,496
分流堰 式 1 3,938
河床保護等 式 1 5,426
ダム費（尾原ダム） 式 1 10,974
ダム費（志津見ダム） 式 1 1,847
その他 式 1 32,188

付帯工事費 式 1 22,375
水門等 式 1 18,224
橋梁・道路 式 1 4,150

用地費及び補償費 式 1 10,883
用地費 式 1 6,278
補償費 式 1 4,604

間接経費等 32,118
事業費　計 141,508
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斐伊川放水路周辺の地盤沈下対策について

■斐伊川放水路事業における神戸川拡幅箇所では、旧堤の民地側に新たな堤防整備並びに新堤築堤に伴い必要とな
った地盤沈下対策を実施したが、中流部において当初想定を上回る地盤沈下が発生。
■家屋の損傷も確認されていることから、追加の沈下対策が必要となった。

拡幅部：L=9.0km 開削部：L=4.1km

堤防整備に伴う沈下影響区間
≪斐伊川放水路の概要≫
■着手：昭和56年
■完成：平成25年6月
■事業区間：13.1km

当初想定支持地盤での沈下想定

当初の想定を上回る沈下が発
生。追加の沈下対策が必要

再検討した支持地盤での沈下想定取付道路の沈下による段差

2k800
7k500

粘土層（Dc）

As

Aｃ

Tf

Dc

右岸3k400付近
当初施工（H9）
鋼矢板 L=26m

火山灰層(Tf）より下層の粘
土層（Dc）を支持層として
地盤対策を実施

○当初想定
火山灰層（Tf）より上層は沈下する
層として評価し、火山灰層（Tf）より
下層は比較的堅い粘土層（Dc)と判
断し、沈下は軽微と想定していた

○再検討結果
地層を再分析した結果、火山灰層(Tf）
より下層が柔らかい粘土層（Ac３）と判
断され、追加対策が必要となった

追加対策
鋼矢板 L=45m

火山灰層(Tf）より上層

に加え、下層の粘土層
（Ac３）について、追加
の地盤対策が必要

右岸3k400付近
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事業実施前 事業実施後

事業の整備効果

(例) 1/150確率相当洪水が発生した場合における、全体事業実施前後との発生被害の比較

②
①

②
①

①

②

①

②

事業実施後に浸水が
解消される地域

事業実施後に浸水が
軽減される地域 事業実施後に浸水が

解消される地域

浸水面積 12,945ha

浸水世帯数 41,219世帯

被害額 21,846億円

浸水面積 8,826ha

浸水世帯数 19,438世帯

被害額 10,125億円

湛水深（m）

～ 0.5

0.5 ～ 1.0

1.0 ～ 2.0

2.0 ～ 5.0

5.0 ～

湛水深（m）

～ 0.5

0.5 ～ 1.0

1.0 ～ 2.0

2.0 ～ 5.0

5.0 ～
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【参考】 斐伊川直轄河川改修事業の前回評価時との比較

■前回評価時との比較

前回評価（H28報告） 今回評価 備考

事業諸元
志津見ダム、尾原ダム、斐伊川
放水路の建設、堤防整備、湖岸
堤整備等

同左

事業期間
平成22年～令和11年度末
（予定）（20カ年）

同左

総事業費
約1,113億円

（消費税含む）

約1,415億円

（消費税含む）

・斐伊川放水路周辺の沈下対策等の追加により事業
費増

総便益

(B)
約24,256億円
（消費税控除）

約32,908億円
（消費税控除）

・治水経済調査マニュアルの改定 (H17.4⇒R2.4)
・資産データの更新

国勢調査データ （H22⇒H27）
経済センサスデータ（H24⇒H26）
土地利用データ （H26⇒H28）

・各種資産評価単価の更新
(H28.3⇒R3.3(R4.2.10訂正))

・基準年度の変更（H28⇒R3）

総費用

(C)
約1,404億円
（消費税控除）

約1,913億円
（消費税控除）

・斐伊川放水路周辺の沈下対策等の追加により事業
費増

・維持管理費用の見直し
・基準年度の変更（H28⇒R3）

費用対効果

(B/C)
17.2 17.2

 
-12-

「治水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーター」の令和４年２月１０日訂正の反映


	資料
	資料5-2 ①斐伊川直轄河川改修事業評価_項目調書【R03デフレ修正】
	資料5-2 ②220210_事業評価説明資料




